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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期

第２四半期
累計期間

第40期
第２四半期
累計期間

第39期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 7,286,457 7,494,427 15,081,738

経常利益 (千円) 270,541 197,972 897,205

四半期（当期）純利益 (千円) 165,028 280,706 592,742

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △1,396 △7,389 4,096

資本金 (千円) 2,905,422 2,905,422 2,905,422

発行済株式総数 (千株) 8,146 8,146 8,146

純資産額 (千円) 6,009,495 6,355,657 6,769,094

総資産額 (千円) 13,566,857 14,048,313 14,340,827

１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 11.92 20.27 42.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 25.0

自己資本比率 (％) 44.3 45.2 47.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 213,226 182,453 567,492

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △145,357 331,104 △334,656

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 281,017 398,262 △36,627

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,259,384 4,018,528 3,106,707
 

　

回次
第39期

第２四半期
会計期間

第40期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 7.48 7.82
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 平成27年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、第39期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ 第39期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当10円00銭及び特別配当15円00銭であります。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 当第２四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期におけるわが国経済は、政府主導の経済政策の効果もあって、雇用・所得環境の改善傾向や、企業

収益・設備投資の改善傾向が続く中で、緩やかな回復基調に向かうことが期待されております。

　しかし、中国経済の先行き懸念などに伴う影響により輸出・生産は弱含みであり、わが国の景気が下押しされる

リスクも懸念されております。

情報サービス業界におきましては、マイナンバー対応やＩｏＴなどの動きを背景に、情報システムに関する投資

意欲は回復傾向が継続し堅調に推移しているものの、人材不足が顕著化しております。

このような状況の中、当社は、「公共関連事業」・「民間関連事業」・「セキュリティ機器関連事業」の３報告

セグメントそれぞれで事業環境・得意分野が異なることを念頭に置いた上で、人材育成・採用の強化、取引深耕、

新規事業・自社製品の創出、そして組織間の連携強化による強い組織の構築を経営方針に掲げ、事業活動を推進し

ております。

これらの結果、当第２四半期累計期間における業績は、売上高7,494百万円と前年同四半期と比べ207百万円

（2.85％）の増収となりました。また利益面では、営業利益201百万円（前年同四半期は営業利益295百万円）、経

常利益197百万円（前年同四半期は経常利益270百万円）、四半期純利益280百万円（前年同四半期は四半期純利益

165百万円）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（公共関連事業）

最終ユーザーが官公庁及び地方自治体向けであり、財務システム、貿易システム、航空管制システム、医療福

祉システム、社会保障システム等、社会インフラ基盤のシステム実現に向けた提案作業、基盤構築、基本検討、

設計、開発、試験からシステム稼動後の運用管理、保守に至るまでトータルソリューションの技術支援を行って

おります。

当第２四半期累計期間は、売上高2,496百万円と前年同四半期と比べ21百万円（0.9％）の減収となりました。

またセグメント利益は、261百万円と前年同四半期と比べ98百万円（27.4％）の減益となりました。
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（民間関連事業）

最終ユーザーが主に一般民間企業向けであり、個別ニーズに合わせた、各種アプリケーションシステムの開

発、通信制御分野における各種開発、ハードウェア周り・ネットワーク・ＯＳ・ミドルウェアなどのインフラ構

築、またシステムの運用保守や技術支援サービスを行っております。

当第２四半期累計期間は、売上高4,600百万円と前年同四半期と比べ351百万円（8.3％）の増収となりまし

た。またセグメント利益は、516百万円と前年同四半期と比べ61百万円（13.6％）の増益となりました。

（セキュリティ機器関連事業）

健全なＩＴ社会構築に貢献する技術の提供を目標に、デジタル・フォレンジック、暗号技術、電子透かしなど

実効性のあるセキュリティソリューションの提供を中心に、視覚化・最適化ソリューション等の提供も行ってお

ります。特にデジタル・フォレンジック技術の社会的ニーズが増えており、官公庁や大手民間企業等にも専門担

当が増えてきております。

当第２四半期累計期間は、売上高397百万円と前年同四半期と比べ121百万円（23.5％）の減収となりました。

またセグメント利益は、77百万円と前年同四半期と比べ０百万円（1.2％）の減益となりましたが、前年同期に

つきましては、サイバーフォレンジックに係る関連省庁の予算が前倒しで執行されたことによるものであり、当

期の業績につきましては、計画通り推移しております。

 

（2）財政状態の分析

当第２四半期における総資産は14,048百万円となり、前事業年度末と比べ292百万円減少しました。

前事業年度末と比べ増減した主な内容は次のとおりです。

受取手形及び売掛金は370百万円減少し2,798百万円、仕掛品は154百万円増加し172百万円となりました。当社は

工事進行基準を適用しておりますが、年度末に完了するプロジェクトが比較的多いことから、四半期末の数値は前

事業年度末と比べ売掛金が小さく、仕掛品が大きくなる傾向にあります。

投資有価証券は783百万円減少し2,249百万円となりました。これは、主に保有している有価証券の時価が年度末

と比べ値下がりしたことによるものです。

ソフトウェアは154百万円増加し171百万円、ソフトウェア仮勘定は124百万円減少し39百万円となりました。こ

れは業務効率化のための社内システム開発にかかる費用のうち、完成部分の振替によるものです。

このほか、現金及び預金は937百万円増加し4,355百万円となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ911百万

円増加し、4,018百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローでは、182百万円の収入（前年同四半期は213百万円の収入）がありました。

主な内訳は、法人税等の支払額143百万円、未払消費税等の減少額140百万円があった一方で、税引前四半期純利益

432百万円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、331百万円の収入（前年同四半期は145百万円の支出）がありました。

主な内訳は、無形固定資産の取得による支出54百万円、有形固定資産の取得による支出44百万円、保険積立金の積

立による支出32百万円があった一方で、有形固定資産の売却による収入272百万円、投資有価証券の売却による収

入219百万円等によるものであります。

財務活動におけるキャッシュ・フローでは、398百万円の収入（前年同四半期は281百万円の収入）がありまし

た。主な内訳は、長期借入金の返済による支出626百万円、配当金の支払額171百万円があった一方で、長期借入れ

による収入700百万円、社債の発行による収入492百万円等によるものであります。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

株式会社の支配に関する基本方針

当社では、以下の経営方針を理解し指示する者が、「財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが

望ましいと考えております。

（経営方針）

当社は、社員の一体感を高め、社員全体が一丸となってパワーを発揮できる組織とし、未来のために貢献で

きる会社を目指したいとの思いの下、「社員すべてが心と力を合わせ、企業の発展と成長を通じて、未来のよ

り良い環境作りに貢献する」を経営理念とし、以下の３つの責任を果たしていきます。

１．個人責任

     人間性と技術力を磨き、最高のサービスをお客様に提供します。

２．企業責任

     社員相互が信頼し合い、安心かつ働きがいのある会社を作ります。

３．社会責任

     お客様、投資家、株主から信頼され、社会から必要とされる会社を作ります。

 

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,146,471 16,292,942
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数 100株
株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式

計 8,146,471 16,292,942 ― ―
 

　（注） 平成27年８月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成27年10月１日付で普通株式１株を２株の割合で株式

分割し、発行済株式数は8,146,471株増加し、16,292,942株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月30日 ― 8,146 ― 2,905,422 ― 749,999
 

 （注） 平成27年８月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成27年10月１日付で普通株式１株を２株の割合で株式

分割し、発行済株式数は8,146千株増加し、16,292千株となっております。
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東 光博 千葉県浦安市 535,000 6.56

株式会社ＵＢＩＣ 東京都港区港南２丁目12－23 450,000 5.52

フォーカスシステムズ
社員持株会

東京都品川区東五反田２丁目７－８ 352,100 4.32

畑山 芳文 千葉県浦安市 293,500 3.60

柿木 龍彦 神奈川県横浜市港南区 292,000 3.58

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 250,000 3.06

石橋 雅敏 神奈川県横浜市中区 171,100 2.10

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 170,000 2.08

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 135,000 1.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 127,900 1.57

計 ― 2,776,600 34.08
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式1,223,168株（15.01％）があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,223,100
 

―
単元株式数 100株
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,922,100
 

 

69,221 同上

単元未満株式 普通株式 1,271
 

 

― 同上

発行済株式総数 8,146,471 ― ―

総株主の議決権 ― 69,221 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が、3,100株（議決権31 

個）含まれております。

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式は当社保有の自己株式68株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社フォーカスシス
テムズ

東京都品川区東五反田二
丁目７番８号

1,223,100 ― 1,223,100 15.01

計 ― 1,223,100 ― 1,223,100 15.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、ＰｗＣあらた監査法人により四半期レビューを受けております。なお、従来、当社が監査証明を受けているあら

た監査法人は、平成27年７月１日に名称を変更し、ＰｗＣあらた監査法人となりました。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,417,825 4,355,371

  受取手形及び売掛金 3,168,917 2,798,004

  商品及び製品 64,590 42,009

  仕掛品 17,869 172,051

  繰延税金資産 163,550 163,550

  その他 64,581 58,762

  流動資産合計 6,897,335 7,589,750

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,259,449 1,132,026

    減価償却累計額 △884,429 △836,176

    建物及び構築物（純額） 375,019 295,849

   土地 3,287,792 3,110,792

   その他 354,009 349,863

    減価償却累計額 △269,715 △276,762

    その他（純額） 84,293 73,100

   有形固定資産合計 3,747,106 3,479,742

  無形固定資産   

   ソフトウエア 16,710 171,707

   ソフトウエア仮勘定 163,511 39,032

   その他 8,533 7,676

   無形固定資産合計 188,756 218,416

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,032,646 2,249,253

   長期貸付金 44,598 40,825

   その他 473,884 510,824

   貸倒引当金 △43,500 △40,500

   投資その他の資産合計 3,507,629 2,760,403

  固定資産合計 7,443,491 6,458,563

 資産合計 14,340,827 14,048,313
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 744,205 692,729

  1年内償還予定の社債 299,000 399,000

  短期借入金 491,790 645,380

  1年内返済予定の長期借入金 1,181,431 1,127,687

  未払法人税等 160,749 169,780

  賞与引当金 366,743 507,075

  役員賞与引当金 60,000 30,000

  その他 837,886 559,650

  流動負債合計 4,141,807 4,131,304

 固定負債   

  社債 965,000 1,215,500

  長期借入金 1,385,716 1,512,733

  繰延税金負債 916,305 664,420

  役員退職慰労引当金 162,904 168,698

  固定負債合計 3,429,925 3,561,351

 負債合計 7,571,733 7,692,655

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,905,422 2,905,422

  資本剰余金 1,468,471 1,468,471

  利益剰余金 1,173,570 1,281,193

  自己株式 △706,440 △706,490

  株主資本合計 4,841,023 4,948,596

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,928,070 1,407,061

  評価・換算差額等合計 1,928,070 1,407,061

 純資産合計 6,769,094 6,355,657

負債純資産合計 14,340,827 14,048,313
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 7,286,457 7,494,427

売上原価 6,392,680 6,638,296

売上総利益 893,776 856,131

販売費及び一般管理費 ※1  598,446 ※1  654,237

営業利益 295,330 201,893

営業外収益   

 受取利息及び配当金 3,085 12,819

 受取家賃 11,587 11,603

 貸倒引当金戻入額 5,500 3,000

 その他 6,083 8,031

 営業外収益合計 26,256 35,454

営業外費用   

 支払利息 32,906 27,781

 貸与資産減価償却費 3,227 3,052

 社債発行費 11,246 7,603

 その他 3,665 940

 営業外費用合計 51,045 39,376

経常利益 270,541 197,972

特別利益   

 固定資産売却益 - 26,883

 投資有価証券売却益 - 208,605

 特別利益合計 - 235,488

特別損失   

 ゴルフ会員権評価損 1,050 1,185

 特別損失合計 1,050 1,185

税引前四半期純利益 269,491 432,276

法人税等 104,463 151,569

四半期純利益 165,028 280,706
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 269,491 432,276

 減価償却費 40,594 54,362

 のれん償却額 857 857

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,500 △3,000

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,369 5,794

 賞与引当金の増減額（△は減少） 140,558 140,332

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,000 △30,000

 受取利息及び受取配当金 △3,085 △12,819

 支払利息 30,376 22,470

 社債利息 2,530 5,310

 社債発行費 11,246 7,603

 投資有価証券売却損益（△は益） - △208,605

 固定資産売却損益（△は益） - △26,883

 ゴルフ会員権評価損 1,050 1,185

 売上債権の増減額（△は増加） 299,478 370,912

 たな卸資産の増減額（△は増加） △76,228 △131,600

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,412 △51,476

 未払金の増減額（△は減少） △104,166 △75,677

 未払消費税等の増減額（△は減少） 31,410 △140,278

 その他 △948 △20,504

 小計 607,621 340,258

 利息及び配当金の受取額 2,937 12,665

 利息の支払額 △32,886 △27,167

 法人税等の支払額 △364,446 △143,302

 営業活動によるキャッシュ・フロー 213,226 182,453

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △25,772 △25,724

 投資有価証券の売却による収入 - 219,105

 ゴルフ会員権の取得による支出 △1,500 △2,360

 保険積立金の積立による支出 △32,971 △32,996

 貸付金の回収による収入 6,194 3,772

 有形固定資産の取得による支出 △17,862 △44,398

 有形固定資産の売却による収入 - 272,633

 無形固定資産の取得による支出 △73,913 △54,656

 差入保証金の差入による支出 △3,846 △4,385

 差入保証金の回収による収入 4,316 116

 投資活動によるキャッシュ・フロー △145,357 331,104
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           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 106,597 153,590

 長期借入れによる収入 500,000 700,000

 社債の発行による収入 588,753 492,396

 長期借入金の返済による支出 △735,261 △626,727

 社債の償還による支出 △42,000 △149,500

 自己株式の取得による支出 △43 △51

 配当金の支払額 △137,027 △171,444

 財務活動によるキャッシュ・フロー 281,017 398,262

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 348,886 911,821

現金及び現金同等物の期首残高 2,910,498 3,106,707

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,259,384 ※1  4,018,528
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

役員報酬 77,914千円 79,183千円

給料手当 155,607千円 156,489千円

賞与引当金繰入額 42,163千円 45,817千円

役員賞与引当金繰入額 30,000千円 30,000千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 3,546,450千円 4,355,371千円

定期預金 △206,000千円 △206,000千円

定期積金 △77,500千円 △125,500千円

別段預金 △3,566千円 △5,342千円

現金及び現金同等物 3,259,384千円 4,018,528千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 138,468 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 173,083 25.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）公共関連事業 民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高       

 外部顧客への売上高 2,518,712 4,248,842 518,902 7,286,457 ― 7,286,457

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,518,712 4,248,842 518,902 7,286,457 ― 7,286,457

セグメント利益 359,857 455,069 77,993 892,919 △597,589 295,330
 

(注) １ セグメント利益の調整額△597,589千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全社費用）であ

ります。

２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）公共関連事業 民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高       

 外部顧客への売上高 2,496,853 4,600,467 397,106 7,494,427 ― 7,494,427

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,496,853 4,600,467 397,106 7,494,427 ― 7,494,427

セグメント利益 261,252 516,940 77,080 855,273 △653,379 201,893
 

(注) １ セグメント利益の調整額△653,379千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全社費用）であ

ります。

２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

(金融商品関係)

該当事項はありません。

 

(有価証券関係)

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社フォーカスシステムズ(E04976)

四半期報告書

16/20



 

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 10,000千円 10,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 30,438千円 23,048千円

  　
 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

持分法を適用した場合の投資損失の金額 1,396千円 7,389千円
 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11.92円 20.27円

（算定上の基礎）   

四半期純利益(千円) 165,028 280,706

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 165,028 280,706

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,846 13,846
 

(注)１．平成27年10月１日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。そのため、前事業年度の

　期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　株式分割

平成27年８月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成27年10月1日付で株式分割を行っております。

　１　株式分割の目的

株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を

整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的とするものです。

　２　株式分割の概要

　（１）分割の方法

平成27年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式

１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

　（２）分割により増加する株式数

分割前の発行済株式総数　　　　　　 8,146,471株

今回の分割により増加する株式数　　 8,146,471株

株式分割後の発行済株式総数　　　　16,292,942株

株式分割後の発行可能株式総数　　　36,000,000株

　３　分割の日程

基準日公告日　　平成27年９月14日（月）

基準日　　　　　平成27年９月30日（水）

効力発生日　　　平成27年10月１日（木）

　４　１株当たり四半期純利益に及ぼす影響

　１株当たり四半期純利益に及ぼす影響につきましては、「第４　経理の状況」「１．四半期財務諸表」

「注記事項」「１株当たり情報」に記載しております。

　５　その他

　　　今回の株式分割に際し、当社資本金の額の変更はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月９日

株式会社フォーカスシステムズ

  取　締　役　会　御　中

Ｐ　ｗ　Ｃ　あ　ら　た　監　査　法　人
 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　加　藤　　真　美

 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　加　藤　　正　英

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォー

カスシステムズの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年７月

１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半

期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーカスシステムズの平成27年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成27年８月６日開催の取締役会の決議に基づき、平成27年10月

１日付で株式分割を行った。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注)
 

１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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